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ネットゼロの旅は、パリ協定と、目標の 2030 年の中間点と
なる時期に差し掛かっている。この機会に、2015 年からの進
んだ点、停滞している点の両方の評価をおこなった。2023 年
は、規制と枠組みの開発にとって重要な年として際立ってい
た。COP28 では移行と自然に焦点が当てられ、生物多様性
枠組（GBF）基金が発足、自然関連リスクの評価と管理に関
する自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）の提言
の発表もあった。金融部門での持続可能性の統合は進んでい
るものの、環境問題への対応をさらに加速する必要は依然と
して残っている。サステナブル・バンキング・アセスメント
（SUSBA）2023 は、こうした動きに沿ったもので、現在の評
価対象は 8カ国の 49 銀行に及ぶ。2023 年の評価から得られ
た主なポイントは以下の通りである。

要旨

SUSBA の総合スコアは 2022 年の評価結果より 5.6％上昇し、なかでも「人」の柱
では 8.2％の顕著な進歩が見られた。

しかし、6 つ柱（6P）の枠組み全体では、成長にばらつきがあり、「方針」と「ポー
トフォリオ」の柱のスコアは、それぞれ 2.6％と 2％のわずかな伸びにとどまって
いる。シンガポールやマレーシアのように、早くから導入を進めてきた国々が引
き続きリードしており、各国の成熟した銀行がリーダーとしての地位を維持して
いる。その結果、先行銀行と後発銀行の格差は 31.2% に拡大した。

特筆すべきは、フィリピンが前年比で最大の改善（全体で 43％）を示したことで
ある。改善の要因のひとつは、中央銀行（Bangko Sentral ng Pilipinas）が 2020 年
にサステナブルファイナンス・フレームワークに関する回状を出したことだろう。
この相関関係は、生態系レベルの改善において、目的に合った規制が果たすこと
のできる重要な役割を強調している。

このような状況の中、3 つの重要なトレンドが浮かび上がってきた。それは、自然へ
焦点を当てること、持続可能性への移行を支える金融商品の必要性、また規制の必要
性であり、SUBSA 2023 ではこれらのテーマをさらに深く探求している。また、エネ
ルギー、パーム油、水産の各セクターについても、より詳細に解説している。
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自然をポートフォリオに
組み込む
G B F と T N F D が 勢 い を 増 す 中 、 金 融 機 関 は ネ イ
チャー・ポジティブな活動に焦点を当て始めている1, 2。
ネイチャー・ポジティブとは、「種、生態系、自然プ
ロセスの健全性、豊かさ、多様性、回復力における測
定可能な利益を通じて、2020年を基準として2030年ま
でに生物多様性の損失を食い止め、回復させること」
と定義されている。

現在、調査対象の銀行の83％が、環境悪化に伴う社会
的・経済的リスクを認識している。しかし、それらに
対する取り組みはまだ始まったばかりである。水資源3

や土地資源はその転換点4を迎えており、ネイチャー・
ポジティブな金融システムを、コストではなく投資と
して捉え直す必要がある。現在、調査対象の銀行のう
ち、自らの事業活動から生じる直接的な影響以外に、
事業活動に関連したネガティブな環境・社会的影響の
削減またはポジティブな影響の増加のための目標を設
定している銀行は、わずか13％に過ぎない。

このパラダイムシフトは、リスクと機会の両方を意味
し、金融の枠組みの中に自然がどのように組み込まれ
ているかの再評価を促している。また、気候変動ファ
イナンスに関する過去の失敗から学ぶことはいっそう
重要になり、自然関連の財務評価と方針のより迅速な
認識と実施が求められている。2021年7月の発足から
わずか2年でTNFDに合意し、金融部門が自然に対して
早くから関心を示してきたことは、この長く、一刻を
争う道のりへの前向きな出発点となる。ASEANにおい
ては現在、自然関連リスクを測定するための定量化可
能な指標を設定している銀行は存在しない。アジアに
とって自然関連リスクは重要であり、同地域にはネイ
チャー・ポジティブな金融の慣行をいち早く取り入
れ、リードする機会がある。

ポートフォリオ・アラインメント
と移行商品
報告書によると、銀行が自然、気候、生物多様性に関
連するリスクや機会の複雑さへの管理を強める一方
で、ポートフォリオのアライメントに関しては遅れが
あげられている。このことは、サステナブル商品の伸
びが限定的であることの反映でもある。主たる資金需
要は移行分野にある。例えば、マッキンゼーの報告書5

では、鉄鋼やセメントのようないわゆるブラウン・セ
クターでは、後にイノベーションによって相殺される
可能性はあるものの、生産コストはそれぞれ30％、
45％と急増する可能性があるとしている。電力部門で
は、電力コストは2020年から2040年までに25％上昇
し、その後低下する可能性があると予想されている6。
こうした移行コストは、必ず金融部門に影響を与え
る。現在、規制ガイドラインがまだ策定中であるた
め、銀行はこういった移行のための資金調達に苦慮し
ている。この課題に取り組むことで持続可能性と環境
保全のための新たな資本が開放され、銀行が規制に
沿った機会を特定し、市場調整されたリターンを提供
できるようになる可能性がある。ブレンデッド・ファ
イナンスに世界が注目することも、ポートフォリオと
長期目標との整合性を高めることにつながるひとつの
方法である。したがって、インパクトファイナンスを
拡大させるためには、銀行と規制当局は、強固なイン
パクト評価の枠組みを構築し、明確な定義を行い、顧
客とのエンゲージメント向上に注力する必要がある。

規制の必要性

規制は、サステナブル・バンキングの課題の中で争点
として浮上しており、移行を義務化すべきか自主的な
ものにすべきかという議論を巻き起こしている。
SUSBAアセスメントは、目的に合致した規制は持続可
能なエコシステムを加速させてきただけでなく、サス
テナブルな商品市場を開拓してきたことを示してい
る。さらに、持続可能性の早期導入者がリードを維持
し、より多くの調整時間の恩恵を受け、長期的にはコ
スト削減につながるという経路依存性もあるようだ7。
現在、地域の規制当局のほとんどが持続可能性政策を
導入しており、科学的根拠に基づいた持続可能性に向
けたアプローチに足並みを揃えることは、もはやオプ
ションではなくいつやるかのタイミングの問題であ
る。自然や生物多様性についても気候変動と同様の展
開が予想される。特にアジアの重要な生物多様性ホッ
トスポットにおいて積極的な規制措置を講じること
は、移行コストの効果的な管理につながり、金融部門
は環境目標との整合性を図るのに必要な時間を稼ぐこ
ともできる。SUSREG 2023 assessmentによれば、世
界各地の中央銀行ならびに金融監督機関が、生物多様
性の損失に対処するための第一歩を踏み出している。
これには、自然関連の金融リスクを評価し、その管理
方法に関するガイダンスを策定することも含まれる。
また、気候や環境への配慮を金融政策に組み込む取り
組みも始まっているが、これらはまだ初期段階にあ
る。

1.	 https://wwf.panda.org/wwf_news/?9615416/nature-positive-initiative-launch
2.	 https://www.iucn.org/our-work/biodiversity/nature-positive
3.	 https://blogs.worldbank.org/water/tipping-point-water
4.	 https://www.reuters.com/sustainability/cop/world-brink-environmental-tipping-points-un-says-2023-10-25/
5.	 https://www.mckinsey.com/capabilities/sustainability/our-insights/the-net-zero-transition-what-it-would-cost-what-it-could-bring 
6.	 エネルギーコストは複雑なテーマである。再生可能エネルギーのコストは低下しており、地域差が大きいことに注意すべきだ。

7.	 https://www.bdo.com/insights/advisory/the-sustainability-edge-business-
benefits-of-embracing-esg
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パーム油
森林破壊――なかでもパーム油セクターにおけるそれ
は、陸上の環境問題の中でも重要な懸念事項である。特
に ASEAN 主要国では、金融ポートフォリオに大きな影
響を与えるため、金融部門はパーム油セクターへの介
入を優先している。 パーム油には、規制による取り組
み、持続可能性への配慮、経済活動のすべてが集結し
ている。インドネシアやマレーシアといった ASEAN 主
要国はパーム油の主な生産国であり、森林破壊防止への
強いコミットメントや、パーム油セクターの顧客に必要
な認証を保証する規制の恩恵を受けている。マレーシア
では、パーム油セクターの大部分が NDPE（森林破壊・
泥炭開発・人権侵害ゼロ）にコミットするようになった。
WWF によるパーム油のアセスメントにおいても、2022
年の 10 行から今では 13 行が、自らの事業において
NDPE にコミットすることを顧客に求める要件を導入し
ており、進展は明らかである。持続可能なパーム油のた
めの円卓会議（RSPO）認証、マレーシアの持続可能な
パーム油（MSPO）認証、インドネシアの持続可能なパー
ム油（ISPO）認証などの認証制度は、パーム油の責任
ある持続可能な生産を保証するものである。調査対象の
銀行の間でも、認証要件に関して同様のポジティブな傾
向が見られる。業務において RSPO 認証を取得するこ
とを顧客に課している銀行は 2022 年には 9 行だったも
のの、現在は 16 行に増加している。

しかし、ネットゼロにコミットする銀行の多くが、初期
段階では最も大きなエクスポージャーを持つ炭素集約
的セクターの脱炭素化計画に重点を置いており、往々に
して農業やパーム油はそこに含まれていない。銀行は、
すべてのパーム油生産者、加工業者、貿易業者に対し、
NDPE にコミットし、RSPO 認証取得のための期限付
き計画を策定するよう、顧客に対してより厳しく要求す
る必要がある。銀行は、パーム油ポートフォリオの脱炭
素化目標を策定し、脱炭素化フットプリント、顧客の
認証コミットメント、サプライチェーンのトレーサビリ
ティを含む進捗状況を開示しなければならない。

エネルギー
COP28 では 200 の締約国や地域が、公正で、秩序あ
る、公平な方法で化石燃料からの脱却に向けた行動をと
ることに合意した。アジアでは、金融機関がポートフォ
リオの化石燃料排出削減に向けて前進しており、調査し
た銀行の 62％が 2023 年に TCFD 提言に基づく開示を
導入することを約束し、前年比で 11 ポイント増加した。
さらに、33％の銀行が化石燃料へのエクスポージャー
削減に関する明確な目標を設定しており、これは昨年の
21％から大幅に増加した。

化石燃料からの脱却に関する銀行の進捗状況は、よりま
ちまちである。調査対象の銀行の大多数が、新規石炭
火力発電所への融資制限を実施している（2022 年時点
の銀行の 50％に対して 2023 年時点では 57％）。しかし、
新規の石油・ガス探査・開発への融資制限を実施して
いる銀行は、調査した銀行の 10% 未満であった。また、
より多くの銀行がポートフォリオの排出量削減を約束し
ている一方で、顧客に排出量の開示や排出量削減目標の
設定を求めている銀行はわずかである。

COP28 のストックテイクでは、締約国・地域に対し、
2030 年までに再生可能エネルギー容量を 3 倍にし、エ
ネルギー効率を 2 倍に改善することが求められている。
調査対象の銀行のほとんど（76％）は、エネルギー分
野における持続可能性の向上を支援する商品を提供して
いる。しかし、中小企業（SMEs）向けの融資プログラ
ムを通じた、エネルギー効率および／またはエネルギー
へのアクセス・ソリューションを提供している銀行は
28％に過ぎないというギャップが、報告書では浮き彫り
になっている。とはいえ、発展途上国における中小企業
の重要性や、エネルギー効率や屋上太陽光発電のような
脱炭素化アクションのための小口融資の必要性を考える
と、銀行は革新的で低リスクの金融商品を生み出し、中
小顧客の排出削減努力を確実に支援することが不可欠
である

水産物
水産物は世界で最も重要な食料品のひとつである。世界
的に最も取引量の多い商品のひとつであり、何百万人も
の生活を支え、何十億もの人々の主要な動物性タンパク
源となっている。しかし、海洋の状態の悪化、汚染や病
気の発生、人権や労働権の侵害などにより、水産業界は
高まる圧力に直面している。2023 年は、記録的な海洋
熱波に加え、気候変動と自然喪失の結果業界が直面す
る課題に対してメディアや法律家の注目が高まった。同
時に、2023 年は進歩の年でもあった。約 20 年にわたる
世界的な努力の末、海洋生物多様性の保全に向けた重
要な一歩となる画期的な国連公海条約が成立した 8。 

セクター別の考察

サステナブル・バンキングの
ための統一ビジョン
ネイチャーファイナンスやトランジションファイ
ナンスを優先することは、未来に対応できるだけ
でなく、環境スチュワードシップと持続可能な開
発のための世界的な推進に積極的に関与する銀行
の形成に極めて重要である。金融機関は、気候、
自然、生物多様性をバラバラに見るのではなく、「地
球全体」というアプローチを採用しなければなら
ない。プラネタリー・バウンダリー 9, 10 が試され
る中、銀行部門はパリ協定に合致する形で取り組
みを加速させ、規模を拡大する必要がある。

今年の水産セクターの分析結果を見ると、多くの銀行が、
水産セクターにおける自然と生物多様性の損失に関連す
る環境・社会リスクを管理するための行動をとっている
ことがわかる。しかし、銀行の方針によってこれらのリ
スクへのエクスポージャーを十分に防止および／または
管理するためには、さらなる進展が必要である。

8.	 https://oceans-and-fisheries.ec.europa.eu/news/win-ocean-high-seas-treaty-signed-united-nations-2023-09-20_en
9.	 「プラネタリー・バウンダリー」の概念は、人類がこの先何世代にもわたって発展と繁栄を続けていくために超えてはならないの9つのプラネタリー・バウン

ダリーを示している。境界を超えることで、大規模で突発的あるいは不可逆的な環境の変化を引き起こすリスクが高まる。
10.	https://www.stockholmresilience.org/research/planetary-boundaries.html
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概要
7 回目となるサステナブル・バンキング・アセスメント
（SUSBA）では、ASEAN地域の 39 の銀行および日本と韓国
から合わせて 10 行の環境・社会（E&S）インテグレーショ
ンの結果を評価している。銀行の選定基準には、各主要市場
内のシェア、アジアでのフットプリント、および持続可能性
に関する指標の開示状況などが含まれる。

WWF シンガポールは、アジア地域に最も関連の高い環境・社会問題に焦点を当てた、
意思決定に有用な評価ツールとして、SUSBA アセスメントを開発した。SASBA は、
Global Reporting Initiative（GRI）のガイドライン、国連環境計画・金融イニシアチ
ブ（UNEP FI）の責任銀行原則（PRB）、気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）
の提言、およびサステナビリティ会計基準審議会（SASB）を含む、既存の国際的な
枠組みや基準イニシアチブと整合している。株主、潜在的な投資家、規制当局、およ
び NGO の代表は SUSBA 評価を利用し、毎年の結果の進展を分析することで、銀行
の ESG インテグレーションにおける進捗とパフォーマンスを追跡することが可能で
ある。銀行の中には SUSBA を利用して自行の ESG 戦略、ロードマップ、および行
動計画を強化しているところもある。

評価の枠組みは、WWF シンガポールが強固な ESG インテグレーションの反映とみ
なす、6 本の柱となる評価軸と 11 の指標で構成されている。実際の評価は 78 のサブ
指標 に対し「yes ／ partial ／ no（はい／一部／いいえ）」の回答で実施される。また、
今年は新たに、FPIC（自由意思に基づき、事前に十分な説明を受けた上で同意する
こと）の要件に関する方針と、中小企業（SMEs）向けの解決策に関する 2 つのサブ
指標が追加された。評価は英語による公開情報のみを参照し、アニュアルレポート、
サステナビリティレポートを含む 2023 年度からのレポート、企業のポリシー、ステー
トメントおよびプレスリリースなどの企業ウェブサイトに掲示された情報などが対象
となる。 

SUSBA は、WWF シンガポールのアジア・サステナブルファイナンス・イニシアチ
ブ（ASFI）の活動である。ASFI はグローバルな産業界、学界、科学に基づくリソー
スを結集して、地域の金融機関が ESG のベストプラクティスを実施するのを支援す
るために設立されたマルチステークホルダーアライアンスである。ASFI がいかに地
域の銀行を支援できるかの詳細については後段を参照。
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目的

方針

人

ポート
フォリオ

商品

プロセス

1

3

5

7

10

9

2

4

6

8

11

＊ �2023 年における新たな
指標の追加によって後退
が生じた可能性もある。向上 変化なし 後退＊ 未完達成

持続可能性戦略

特定の環境・社会課題に関する
公開された方針

顧客の環境・社会リスク評価と、
具体的取引の承認

環境・社会に対する責任

環境・社会リスク管理とポート
フォリオレベルでのリスク低減

商品とサービスにおける環境・
社会インテグレーション

持続可能な金融に対する
利害関係者の関与と参加

特定のセクターに関する
公開された方針

顧客のモニタリングとエンゲージ
メント

スタッフの環境・社会に関する
訓練とパフォーマンス評価

環境・社会リスク案件へのエク
スポージャーと目標の開示

SUMMARY RESULTS:  
INDICATOR AVERAGE IN 2023 AND CHANGE VS. 2022

タイ ベトナム 平均インドネシア 日本 韓国 マレーシア フィリピンシンガポール

表 1：持続可能性の 6 つの柱（6P）に関する
ASEAN6 カ国の結果概要 11

11.	インドネシアでは、サステナブル・バンキングに向けてまだ初期段階にある3行が2023年のアセスメントで新たに加わったため、2022年との比較では、国別平
均が低下した。
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重要なテーマと
傾向
自然をポートフォリオに組み込む
財務評価に自然を組み込んでいくことが不可欠であるというコンセンサスが高まりつ
つあり、ネイチャー・ポジティブな金融システムへの転換が急務であることが浮き彫
りになっている。この転換には以下が含まれる。

•	 持続可能性の範囲を気候だけでなく、自然や生物多様性にも広げる
•	 自然をコストではなく、投資の対象として考え直す

これは本質的に、金融システムにおける自然の評価の見直しを求めるものである。
2021 年 7 月の発足から 2 年以内に自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）
の提言が発表されたことは、金融部門が自然関連の問題に早期に関与したことと並び、
この行程の好調な滑り出しを示している。 

SUSBA2023 アセスメントでは、銀行の自然へのコミットメントは 2 つの視点を通し
て評価した。

•	 環境・社会リスクの認識： 銀行が環境・社会リスクをどの程度認識しているか
•	 緩和策の実施： 特定されたリスクを緩和するために銀行が講じた具体的な措置 

環境劣化、生物多様性の損失、森林破壊、海洋環境への影響、また水リスクに関する
経済的・社会的危機を認識している銀行とは、持続可能な業務に必要とされる基礎的
な認識を示している。この認識は、金融サービスを世界の持続可能性の目標に合致さ
せ、人類と地球の健康に不可欠な自然生態系を保護するのに役立つ。

調査対象の銀行の83％が、
環境悪化に伴う社会的・経済的リスク

（スコア0.5または1、合計スコア77％）、
および生物多様性の損失および／または
森林減少のリスクを認識している。
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スコア

指標 1 0.5 0

銀行は、森林破壊の影響を強く受けるセクター
の顧客に対し、HCV または HCS アプローチ
に従って「森林破壊ゼロ」のコミットメントを
採用するよう求めているか。

銀行は、自然生態系の転換に大きく影響され
るセクターの顧客に対し、アカウンタビリティ・
フレームワーク・イニシアチブ（AFI）の原則
に則り、「土地転換ゼロ」のコミットメントを採
用するよう求めているか。

スコア

指標 1 0.5 0

銀行は、顧客の事業における水リスク（洪水、
水不足、汚染）をリスクとして認識しているか。

銀行は、リスクの高いセクターや地理的条件
の顧客に対し、水リスク評価を実施し、ウォー
ター・スチュワードシップにコミットするよう求
めているか。

24%

7%

22%

11%

54%

82%

30% 41%30%

4% 19% 78%

実施面では、銀行のコミットメントは、高リスクのセ
クターで事業を行う顧客に対する具体的な要件を通じ
て示され、「森林伐採ゼロ」「転換ゼロ」のコミットメ
ントの採用、海洋持続可能性基準の支持、生物多様性
の主要地域の保護、ウォーター・スチュワードシップ
へのコミットメント、環境・社会リスクに対するポー
トフォリオのエクスポージャーの見直し、ネガティブ
な影響削減のための目標設定などがこれに含まれる。
これらの行動は、銀行が環境フットプリントを最小化
し、顧客ベース全体にわたり持続可能な慣行を奨励す
るための積極的なアプローチを示しており、これはよ
り持続可能で強靭な経済を育成するために不可欠であ
る。

調査対象の銀行のうち、
自らの事業活動から生じる
直接的な影響以外に、
事業活動に伴うネガティブな
環境・社会的影響の削減または
ポジティブな影響の増加のための
目標を掲げ、その達成状況を
開示している銀行は、
わずか 13％に過ぎない

森林破壊
森林伐採と土地転換は、生物多様性の損失と気候変動
の一因となり、天然資源に依存するセクターへの投資
の安定性を危うくする可能性があるため、銀行にとっ
て重大な環境リスクと財務リスクをもたらす。SUSBA
はアカウンタビリティ・フレームワーク・イニシアチ
ブ (AFI)12 に従い、森林破壊の評価を行っている。AFI
は、サプライチェーンにおける森林破壊と転換を防止

するためのグローバルな定義を提供している。AFI は、
森林破壊を土地利用の変化、植林、劣化による自然林
の消失と定義し、転換を自然生態系の利用や生態系の
構成に変化を与えることと定義している。これらの点
に関して、調査対象の銀行のパフォーマンスは以下の
通りである。

1.「森林破壊ゼロ」のコミットメントについて
高保護価値（HCV）アプローチや高炭素貯蔵（HCS）
アプローチによって、森林破壊や生態系転換の影
響を強く受けるセクター（例：ソフトコモディティ、
インフラ、採掘）の顧客に銀行が求める要件には
大きな違いがある。46% はリスクを認識している
が、基準を完全に満たしスコア 1 を獲得している
のは 24% のみである。残りの 22％は部分的に基準
を満たしている。

2.「土地転換ゼロ」のコミットメントについて
アカウンタビリティ・フレームワーク・イニシア
チブの原則に基づ き、自社の事業およびサプライ
チェーンの両方において「土地転換ゼロ」のコミッ
トメントを完全に遵守（スコア 1）している銀行は
わずか 7％に過ぎない。一方、11% は部分的に遵
守しており、残りの 82% はまったく遵守していな
い。

水
洪水、干ばつ、汚染などの問題に起因する水に関連し
たリスクは、金融部門に脅威をもたらし、特定の事業
体だけでなく産業全体にも影響を及ぼす。調査による
と、世界の GDP の 57％に相当する約 78 兆米ドルが
洪水の起こりやすい地域に所在しており、水関連リス
クに広くさらされていることが浮き彫りになっている
13。アジアでは、リスクはより深刻である。調査によ
れば、アジアでは 2050 年までに 10 億人以上が水不足
に陥る可能性がある 14。2020 年の CDP 調査 15 によると、
水問題は 2,900 社を超える企業に 167 億米ドルの損失

をもたらし、将来の潜在的な影響は 3,363 億米ドルに
上ると推定されている。しかし、企業による水リスク
の開示は依然として限定的で、CDP が接触した 5,500
社のうち、要求されたデータを提供しているのは半数
強に過ぎない。こうしたリスクは、その重要性にもか
かわらず、現在の財務リスク評価では見過ごされがち

である。 

水関連リスクに対する理解は、森林破壊リスクよりも
遅れているようで、調査対象の銀行の 41％が水リスク
に対する認識でゼロ点であり、実施基準を満たしてい
るのはわずか 4％であった。

表 2：森林破壊リスクの認識と管理に関する銀行のスコア

表 3：水リスクの認識と管理に関する銀行のスコア
12.	https://accountability-framework.org/issues/deforestation-and-conversion/ 
13.	https://www.oecd.org/water/Background-paper-RT-on-Financing-Water-and-Climate-Action-Session-3.pdf 
14.	https://www.cnbc.com/2016/03/30/high-risk-of-severe-water-stresses-in-asia-by-2050-study.html 
15.	https://www.cdp.net/en/research/global-reports/global-water-report-2020 
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日本
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シンガポール

マレーシア

タイ

インドネシア
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ベトナム
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RECOGNITION OF NATURE-RELATED RISKS IN CLIENT ACTIVITIES

SETTING CLIENT EXPECTATIONS ON NATURE-RELATED RISKS

 © Adobe Firefly

海洋環境
海洋生態系は、乱獲や海洋投棄、陸上流出などによる
汚染を含むいくつもの脅威に直面している。これらは
海洋生物の生息環境を悪化させ、その命を脅かすこと
で、海洋生態系に重大なリスクをもたらしている。悪
影響には、毒物への暴露、生物多様性の損失、食物連

鎖の混乱などがあり、海洋生物と人の健康の両方に影
響を与えている。SUSBA は、水産養殖管理協 議会

（Aquaculture Stewardship Council, ）(ASC)、 海 洋 管
理 協 議 会（Marine Stewardship Council）(MSC)、
Standard for Sustainable and Resilient Infrastructure 
(SuRe) などの基準との整合性や、海洋リスクの管理・
削減に向けた認識と行動に注目している。

SUSBA の調査結果によれば、調査したアジアの銀行は、
自然関連リスクを概ね認識しているものの、それらに
対する対策の実施に関してはまだ初期段階にある。こ
のようなコミットメントと行動のギャップは、以前に
気候変動でも見られたが、コミットメントを迅速かつ
具体的な行動に移すことの緊急性を強く示している。 

TNFD のフレームワークでは、LEAP（Locate、Evaluate、
Assess、Prepare）プロセスを通じて、こうした自然関
連リスクを銀行が評価するための構造化された手法を
提供している。気候変動問題から学んだように、持続
可能性の指標を早期に組み込むことは、国レベルでも
組織レベルでも大きなメリットをもたらす。気候変動
にいち早く対処してきた銀行は、実施コストの削減や、

持続可能性に関連した資金によりアクセスしやすいな
どの恩恵を受け、競争力を高め、維持し続けている 16。
TNFD を早期に採用した 320 の企業や団体のうち、
33％が金融機関であり、25％がグローバルな世界のシ
ス テ ム 上 重 要 な 銀 行（Global Systemically Important 
Banks）に属しており、これは正しい方向へ重要な一
歩を踏み出したことを意味している。 

昆明・モントリオール生物多様性枠組の、特にターゲッ
ト 15 は、銀行が自然関連リスクについて迅速なスケ
ジュールで説明するための強力なインセンティブとな
る 17。規制当局の義務付けに先立ち、こうした慣行の
組み込みを開始した銀行は、より深く実践的な理解を
深め、あらかじめ内部機能を構築することができる。

自然関連リスクへの
取り組みの緊急性
ダブルマテリアリティという概念は、特に自然関
連リスクに関係が深い。自然関連リスクには、あ
る転換点を超えた途端、重大な変化が起きてしま
う傾向がある上、不可逆的な環境破壊につながる
可能性があり、その結果、ミクロ的にもマクロ的
にも不安定になる。銀行は環境リスクに寄与する
だけでなく（「インサイドアウト」効果）、環境悪
化による金融不安にも直面する（「アウトサイド
イン」効果）ため、リスク測定ツールが進化を続
けているとしても、自然の問題を考慮することは
極めて重要である。

スコア

指標 1 0.5 0

銀行は、顧客の事業における海洋環境への悪
影響をリスクとして認識しているか。

銀行は、海洋関連産業の顧客に対し、海と海洋
資源の持続可能な利用を確保するために、関連
するマルチステークホルダーによる持続可能性
基準（ASC、MSC、SuRe など）の認証取得、
あるいはその支持を求めているか。

30%

6%

20%

7%

50%

87%

表 4：海洋リスクの認識と管理に関する銀行のスコア

図 A：自然関連リスクに関する国別データ：認識とインテグレーション

16.	  https://www.bdo.com/insights/advisory/the-sustainability-edge-business-benefits-of-embracing-esg&sa=D&source=docs&ust=1709709852890795&usg=AOvVaw38MX6_uph0YxjxrzJgZpnx
17.	https://www.unepfi.org/wordpress/wp-content/uploads/2023/01/21-Banking-on-nature.pdf 
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「商品」の柱20 アジアの銀行の割合
はい 一部 いいえ

顧客の特定 39% 16% 45%
商品の提供 82% 6% 12%
特定の資本の割り当て 67% 10% 22%
商品と枠組みとの整合性 51% 14% 35%

指標 シンガポール マレーシア タイ インドネシア フィリピン ベトナム 平均

ポートフォリオレベルでの
ESGリスクの評価と低減

環境・社会リスク案件への
エクスポージャーと目標の開示

72% 45% 31% 24% 19% 10% 30%

58% 41% 33% 23% 16% 16% 28%

ポートフォリオ・アラインメントと
移行商品
ポートフォリオ・アライメントとは、金融ポートフォリオ内の個々の顧客のネットゼ
ロへの移行の進捗状況を評価し、それらがパリ協定に合致しているかどうかを総合的
に判断することである 18。ポートフォリオ・アラインメントは大まかに次の 3 つの事
項について検討し、判断される 19。

1  持続不可能な環境・社会的慣行に対する除外の実施

2  高リスクの顧客による環境・社会パフォーマンス改善を支援することによるポートフォリオ
の移行

3  持続可能な慣行を奨励するための「グリーン」商品の増加

特にアジアにおいて銀行部門が持続可能な金融へと転換したことは、環境・社会的責
任に向けた大きな前進を示している。SUSBA は、ポートフォリオレベルでの環境・
社会リスクの評価と低減、およびその開示に注目している。 

「持続不可能な慣行の除外」と「『グリーン』商品の増加」に関しては、 銀行は年々改
善している。特にグリーン商品の市場は拡大しており、調査対象の銀行の 86％が、環
境・社会問題の緩和を支援する何らかの具体的な金融商品やサービス（グリーンボン
ド、サステナビリティリンクローン、インパクトファイナンスなど）を提供している。
さらに、68％がグリーンボンドの枠組みなど、持続可能な金融商品・サービスの枠組
みを導入しており、信頼できる国際基準との整合性を図っている。また、調査対象銀
行の 77％が、顧客への融資について、環境・社会問題を理由とした明確な除外方針
を示しており、この数字は 2020 年の 51％から上昇している。

表 5：ポートフォリオレベルのリスクの認識と管理に関する国別スコア

表 6：アジアの銀行を対象に行った商品レベルでの評価項目の内訳

このように、利用可能なグリーン商品の全体的な成熟
度は、過去 5 年間で大幅に上がってきている。「商品」
の柱全体では、平均スコアは 53% となり、2017 年の
17% から大幅に上昇した。

持続可能な金融への移行は大きな課題であると同時に、
大きな機会でもある。調査対象の銀行のうち、2050 年
までのネットゼロ目標にコミットしているのは 53% に
過ぎず、持続可能性に向けたより積極的な行動が急務
であることを浮き彫りにしている。2024 年 1 月、欧州
中央銀行は、欧州の銀行の 90％が気候変動に対する目
標とずれたポートフォリオを組んでいると発表したが、
これは、より範囲を拡大したポートフォリオ・アライ
ンメントの管理が急務であることをさらに浮き彫りに
している 20。

トランジションファイナンスは、ネットゼロ達成に向
けた手段でありうると考えられており、OECD の調査
21 対象となった銀行の約 4 分の 3 がネットゼロへの道
筋としてトランジションファイナンスを位置づけてい
る。しかし、トランジションファイナンスは現在、明
確な定義の欠如、実証プロジェクトの不足、限られた
インセンティブ、さらなるレピュテーションリスクな
どを含む複数の課題に直面している。こうした課題に
もかかわらず、ブレンデッド・ファイナンスなどの仕
組みは、持続可能な投資に向けて資本を動員するため
の重要な手段であると認識されており、シンガポール

の「アジアの脱炭素化への移行（トランジション）融
資パートナシップ (Fast-P)」のような取り組みがその
先頭に立っている。

調査対象の銀行の 78％が
環境や社会に良い影響を与える
活動に特定の資金プールを
割り当てていることからも
わかるとおり、
持続可能性への障壁克服の
ための戦略的コミットメントが
銀行間には存在している。

18.	 https://www.tcfdhub.org/wp-content/uploads/2021/10/PAT_Measuring_Portfolio_Alignment_Technical_Considerations.pdf
19.	これは、GFANZのネットゼロに向けた4つの主要なファイナンス戦略、(1) Climate solutions (2) Aligned (3) Aligning and (4) Managed phaseoutと呼応してい

る。参照: https://www.gfanzero.com/press/gfanz-launches-consultation-on-transition-finance-strategies-and-measuring-the-impact-on-emissions/
20.	指標の詳細については、報告書の58ページに記載されているサブ指標を参照のこと。
21.	2. 移行ファイナンスとは？ | 移行ファイナンスに関するOECDガイダンス : 企業による気候移行計画の信頼性を確保するには | OECD iLibrary (oecd-ilibrary.org)



22.	 https://www.iseas.edu.sg/articles-commentaries/iseas-perspective/2021-169-calculating-the-carbon-footprint-and-minimum-greenhouse-gas-production-of-smes-in-southeast-asia-by-michael-t-schaper-and-ryan-wong-yee-yang/ 
23.	https://asean.org/our-communities/economic-community/resilient-and-inclusive-asean/development-of-micro-small-and-medium-enterprises-in-asean-msme/ 
24.	https://www.theasianbanker.com/updates-and-articles/bank-lending-to-small-businesses-in-asia-pacific-grew-154-in-2021
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ファンドの開発をうまく管理するには、シンガポールの移行計画ガイドライン、英国
の移行計画タスクフォース、EU の CSDR 移行計画要件、ASEAN のタクソノミーに
おける移行商品のユースケースなどを含めて検討することが求められる。これらの取
り組みにより、トランジションファイナンスのための商品分類がより明確になり、今
後 の 指 針 に も な る。GFANZ の (1) Climate solutions (2) Aligned (3) Aligning (4) 
Managed phaseout net zero financing framework19 は、銀行がグリーン商品や移行商品
のニーズを各自で理解するのにさらに役立っている。

利用可能なグリーン商品の全体的な成熟度は、
過去 5 年間で大幅に上がってきている。

「商品」の柱全体では、平均スコアは 53%となり、
2017 年の 17% から大幅に上昇した 2015

	» パリ協定の採択

2017
	» 持続可能な開発目標（SDGs）の採択

2018/19
	» 責任銀行原則（PRB）の発表
	» 気候関連財務情報開示タスクフォース
（TCFD）の導入

2020
	» NGFS（気候変動リスクに係わる金融

当局ネットワーク）の設立
	» 持続可能な金融の分類への道を開い

たEUタクソノミーの導入
	» グリーンローン原則（GLP）の発表
	» アジア開発銀行（ADB）、10億ドルの

触媒的資金を導入
	» フィリピンのBangko Sentral ng 

Pilipinas（BSP）がサステナブルファ
イナンス・フレームワーク（SusFin 
Framework）を導入

	» シンガポール金融管理局（MAS）が
環境リスク管理（ERM）ガイドライン
を発表

2021
	» TCFD勧告の採用拡大
	» 持続可能な金融のためのASEAN

タクソノミーの導入
	» マレーシア気候変動合同委員会
（JC3）の設立

2022
	» 生物多様性条約第15回締約国会

議(COP15)が昆明・モントリオー
ル世界生物多様性枠組(GBF)を
導入し、保護地域の「30 by 30」目
標を設定

	» 自然保護と生物多様性保全の取り
組みへの注目の高まり

2023
	» 2023年9月にTNFDが提言
	» 12月のCOP28は気候に関する初

の世界的なストックテイクとなる。
化石燃料の段階的廃止とトランジ
ションファイナンスの重要性につい
て歴史的なコンセンサスを得る。

SUSBA は今年、中小企業の活動をベンチマークする指標を追加した。
ASEAN 地域の中小企業は、排出量と雇用の両方に大きく寄与している。

現在、調査対象の銀行のうち、中小企業やリテール顧客の持続可能な
慣行への移行支援を表明しているのは 53％に過ぎない。

排出量 雇用 金融

東南アジアの中小企業は
最低でも年間 2,970 万トン
の CO2 を排出している 22。

中小企業は
ASEAN 経済の根幹をなし、

同地域の雇用の 85％を
占めている 23。 

中小企業は
銀行貸出ポートフォリオ全体
の 25.7％（2021 年）を

占めている 24。

規制の必要性
アジアにおける規制の進展は、規制当局の間で持続可
能性の原則に対する理解が深まっていることを意味す
る。また、この進展によって、銀行がより効果的にサ
ステナビリティの実践を採用・改善できるようになる
など、規制の進展はアジア全域の銀行にとって極めて
重要である。規制は進化するにつれ、その数が増えた
だけでなく高度化も進み、サステナブルファイナンス
商品の新たな市場の開拓につながっている。パリ協定
は気候変動対策の世界的な起爆剤となり、世界各国で

野心的な目標の設定が進んだ。アジアでは、2015 年以
降、この国際協定を契機として、環境・社会問題に対
処するための規制の取り組みが大幅に活発化した。

2015 年以降の動きを見ると、2015 年から 2020 年にか
けて気候変動関連リスクの統合に向けた機運が高まり、
それ以来、この 2 年間は自然や生物多様性関連リスク
への対応に焦点が当てられている。

図 B：2015 年以降の規制の動き

	» 日本(JP)、韓国(KR)、ベトナム
(VN)が、2050年のネット・ゼ
ロ・カーボン達成にコミット

持続可能性に向けた取り組みは、単なる規制や金融上の課題ではなく、包括的な成長
とイノベーションに向けた全面的なシフトである。
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図 C： 気候、環境、社会の各テーマについて SUSREG で分析した地域の規制と比較した SUSBA の平均スコア 図 D：アジアの銀行の SUSBA スコアとSUSREG を通じて分析された地域の規制との比較

上図は、SUSREG ツールを用いて ASEAN 地域を含む
7 カ国の規制のパフォーマンスを気候、環境、社会の
各指標に分類し、比較したものである。各国の調査対
象銀行の SUSBA スコアも示されている。分析によれ
ば、以下のような点が示唆される。

1  一般的に、当局による規制は、気候変動に関しては
比較的進んでいる一方で、より広範な環境や社会の
テーマに関しては遅れている。 

2  特に環境の規制については、7カ国間で大きな差が
ある。

SUSBA スコアと SUSREG スコアの分析から、銀行の
環境・社会慣行の進捗状況には 2 つのグループがある
ことが示唆される。 

第一のグループの進捗の要因は規制による義務付けで
はなく、市場からの圧力によるものである。これは、
SUSBA の平均スコアが、SUSREG によって評価され
た規制の成熟度を引き続き上回っていることから読み
取れる。特にシンガポール、マレーシア、タイ、日本、
韓国では、（環境・社会方針を取り入れている点で）積
極的な銀行が市場のリーダーとして台頭してきている。
この傾向はリスク管理を重視し、基本的なコンプライ
アンス要件を設定し、遅れている銀行によるサステナ
ビリティの慣行の改善を助けるという規制当局の方向
性を反映している。

第二のグループはインドネシアとフィリピンの銀行で、
規制当局が銀行の環境・社会方針の要件基準を引き上
げつつある。例えば、フィリピン中央銀行（BSP）の
サステナブルファイナンス・フレームワークは 2020 年
4 月に施行されたが、これにより、フィリピンの銀行は

環境・社会に関する枠組みを見直すことになり、2022
〜 23 年度のサステナビリティの情報開示において詳細
な開示が行われることになった。SUSREG2023 の年次
報告書によると、BSP は 489 行のうち 95％の銀行がす
でに移行計画および／またはサステナブルファイナン
ス・フレームワークを提出していると報告している。
その結果、今年のフィリピンの銀行の SUSBA 平均スコ
アは 43％上昇した。大手銀行が環境・社会方針を積極
的に導入している日本や韓国でも、規制当局が TCFD
を採用したことで、国内の全銀行のハードルが上がっ
た。この 2 カ国の調査 対象銀 行 10 行のうち 8 行が
65％以上のスコアを獲得しており、その結果、リード
している銀行と遅れている銀行との差が大幅に縮まっ
ている。

両グループの比較から、規制が、どの銀行も置き去り
にしないことに役立っている一方で、銀行は、規制を
待たずにポジティブな環境・社会への影響を与えるよ
うな、しっかりとした方針と商品を導入するべきであ
ることもわかる。

下のグラフは、銀行の環境・社会的評価に関するパフォーマンスの全体像と、各国の規制の評
価を示している。 
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アジアは自然保護の取り組みリードの可能性
多くの重要な生物多様性ホットスポットを抱える
ASEAN 地域は、ユニークな環境上の課題と機会に直
面している。アセスメントによってプラスの影響をも
たらすためには、それが潜在的なリスクの特定や、的
を絞った融資の活用にとどまらないことが不可欠であ
る。このアプローチは、民間セクターのみならず、開
発銀行や公的資金によっても支持されるべきである。

金融機関（FIs）は、天然資源のさらなる枯渇を防ぐた
め、気候変動と生物多様性の損失の両方に対応しなが
ら、環境・社会への影響を評価する包括的なアプロー
チを採用することができる。気候変動リスクへの規制

強化の動きは、TNFD（自然関連財務情報開示タスク
フォース）や GBF（昆明・モントリオール生物多様性
枠組）のようなツールを活用し、TCFD（気候関連財
務情報開示タスクフォース）のような既存の気候変動
イニシアチブと調和させながら、同様の精査を生物多
様性にも拡大する必要性を強調するものである。銀行
は、GBF に示された目標を支える 23 のターゲットを
達成するための不可欠なパートナーである 25。さらに、
その中のターゲット 19 では、自然保護と回復に関わ
る資金不足を補うために、年間最低でも 2000 億米ド
ルの増加を目指し、公共と民間の両方の財政投資を大
幅に増やすことを提唱している。

ネイチャー・ポジティブなバンキングをいち早く取り
入れることで、金融機関は革新的な商品を開発できる
だけでなく、規制の先取りもできる。こうした動きは
すでに始まっている。例えば、2023 年 9 月、気候変動
リスクに係る金融当局ネットワーク（NGFS）は、自
然関連リスクの評価に関する概念的な枠組みを発表し
た 26。さらに 2023 年 12 月に、NGFS は自然関連シナ
リオに関する提言も発表しており、中央銀行や金融監
督当局が、自然損失が経済や金融システムに与える影
響を理解し、対処するための指針となっている 27。

シンガポール、日本、韓国などの国々における TNFD

の採用状況を見ると、いくつかの銀行（シンガポール
の UOB、韓国の IBK、日本の MUFG、みずほ、三井
住友銀行など）は、ポートフォリオレベルの活動を分
析するために、このフレームワークの開示を採用し始
めている。アジア地域の他の銀行も、規制の導入を待
つことなく、こうした重要な環境への配慮を事業戦略
に組み込み始めなければならない。金融市場が自然関
連リスクをポートフォリオに織り込み始めた今、アジ
アは、自然や生物多様性に向けた金融の流れを認識し、
それを活用することで、豊かで多様な生態系を守る世
界のフロントランナーとして道を切り開く機会を手に
している。

調査対象となった欧州の8つの
銀行のうち、50％の銀行が自然
リスクに関する定量化可能な指
標を開示しているが、自然に関
して科学的根拠に基づく目標を
設定している銀行はなかった。

自然関連リスクを測定するた
めの定量化可能な指標を設
定しているASEAN銀行はま
だない（指標1.6.1.1）

SBTNのコーポレート・ガイダ
ンスに基づき、自然リスクに対
する科学的根拠に基づく目標
の策定に着手したASEAN銀
行はまだない。(指標 1.6.2.7)

表 7：自然に関する目標と指標に関する調査対象銀行の現在の成熟度

セクター別
評価
　　パーム油
森林破壊はアジアにおける生態系損失の主な要因のひとつであり、農産物、
鉱業、インフラ、都市化がこの問題に最も影響を与えている。パーム油は
世界で最も生産されている植物油で、世界の植物油生産量の約 40％を占
めている 28。さらに、マレーシアとインドネシアは世界のパーム油の 84％
を生産している 29。世界的なパーム油需要の増加に伴い、パーム油のため
の開墾は東南アジア特有の課題となっている。森林破壊を削減するために
は、規制当局、企業、金融機関が、重大な森林破壊リスクを調査し、生態
系を保護するための政策を実施していく必要がある。 

NDPEコミットメント拡大の影響
マレーシアとインドネシア両政府による最近の政策は、森林破壊の削減に
好影響を及ぼしている。グローバル・フォレスト・ウォッチによる最近の
調査によると、2015 〜 17 年から 2020 〜 22 年までの森林破壊の削減率は、
インドネシアが 64％、マレーシアが 57％であった 30。この削減には、政
府による政策と是正措置が寄与している。インドネシアでは、火災予防と
監視の強化、自然林と泥炭地への新規ライセンスの付与の中止、法執行の
改善が、火災の減少および自然林損失の減少につながった。マレーシアで
は、パーム油セクターの大部分が、森林破壊・泥炭開発・人権侵害ゼロ

（NDPE）にコミットするようになった。またマレーシア政府は、2020 年
からマレーシアの持続可能なパーム油（MSPO）認証を義務付けた。政府
による積極的な取り組みは近年も続いており、2019 年から 2023 年にかけ
ては植林面積に上限が設けられ、2022 年には違法伐採に対する罰則を強
化する新たな森林法が制定された。

25.	これは、新興国市場において相当な資金調達活動を銀行が行っており、自然に資する活動に金融資源を振り向ける能力を持っているためである。
https://www.unepfi.org/wordpress/wp-content/uploads/2023/11/PRB-Nature-Target-Setting-Guidance_Executive-Summary_2023.pdf 

26.	https://www.ngfs.net/sites/default/files/medias/documents/ngfs_conceptual-framework-on-nature-related-risks.pdf
27.	https://www.ngfs.net/sites/default/files/medias/documents/ngfs_nature_scenarios_recommendations.pdf

28.	Palm Oil - Our World in Data (https://ourworldindata.org/palm-oil)
29.	Palm Oil - Our World in Data (https://ourworldindata.org/palm-oil)
30.	Tropical Primary Forest Loss Worsened in 2022 | GFW Blog (globalforestwatch.org)
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金融機関については、2022 年に ASEAN、日本、韓国
の 46 の銀行 31 を分析した結果、パーム油に関する方
針の実施には限定的な進展しか見られなかった。マレー
シア、タイ、韓国ではパーム油に関する政策を実施し

たことで、スコアが向上した銀行がいくつかあり、そ
れは国別平均値（図 E）にも反映されているが、調査
対象の大半の銀行ではパーム油に関する方針に大きな
改善は見られなかった。

SUSBA のパーム油指標全体のパフォーマンスを分析す
ると、銀行にとっての主な課題は、パーム油のバリュー
チェーン全体におけるパーム油方針の適用範囲が依然
として不十分であることが見えてくる（図 F）。EU で
は森林破壊防止法（EUDR）によるコモディティに関
する規則が 2024 年末までに施行される予定であり、
金融機関は顧客のサプライチェーンが森林破壊や転換
に寄与していないことを保証しなければならない。良
い点としては、自らの業務において NDPE にコミット
するよう要件を顧客に課している銀行の数が、2022 年
の 10 行から現在では 13 行に増えたことが挙げられる。
同様に、16 の銀行顧客が、顧客の自社事業において
RSPO 認証を取得することを要件として課しており、
2022 年 の 9 社 か ら 増 加 し て い る。 こ れ と は 別 に、

WWF が発表した 2023 年のパーム油バイヤーズ・スコ
アカードでも、企業のトレーサビリティ向上が示され
た――2021 年の 20％に対し、30％の企業がトレーサ
ビリティ対策の導入を増やしており、これは、森林破
壊ゼロの約束を実証するための重要なデータポイント
となっている。企業は、EUDR のような進化する規制
の枠組みを確実に遵守し、法的リスクを回避するため
に、トレーサビリティに投資している。森林破壊や森
林転換を伴わないサプライチェーンへのコミットメン
トが 86％から 91％に上昇する中、持続可能性と規制
遵守の完全な達成への道のりはまだ長い 32。アブラヤ
シのような森林リスク商品に起因する森林減少に対処
するためには、すべての利害関係者の協調と連携をさ
らに強化する必要がある。

パーム油の環境・社会への悪影響を減らすための除外
方針の導入に加え、銀行はパーム油ポートフォリオの
脱炭素化計画を実施する必要がある。ネットゼロ・コ
ミットメントを実施するほとんどの銀行は、当初、最
も大きなエクスポージャーを持つ炭素集約型セクター
の脱炭素化計画に焦点を当てているが、多くの場合、
農業やパーム油は除外されている。粗パーム油の生産
過程ではパーム油廃液（POME）が発生し、メタンの
放出により気候変動に寄与している。特にパーム油関
連事業向けのポートフォリオの比重が大きい銀行には、

パーム油の脱炭素化目標を策定することを推奨する。
そうすることで、パーム油の生産が需要に応じて増加
し続ける中、業界はリジェネラティブ農業を含む手段
の導入、また排出量を削減するための循環型ソリュー
ションへの投資など、より効率的な取り組みを行うよ
う動機づけられる。再生可能な農業の例としては、有
機肥料や再生可能エネルギー利用による生産コストの
削減、「緑の回廊」の設置による野生生物による作物ロ
スの削減、また健全な土壌による気候変動への脆弱性
の低減などが挙げられる 33。

サプライチェーンのトレーサビリティの必要性

セクター別脱炭素化計画の策定

図 E：パーム油の 38 のサブ指標に関する国別の銀行の進捗状況、指標への適合性（2022 〜 2023 年） 図 F：アセアン、韓国、日本における 2022〜23 年のパーム油 8指標に関する銀行の進捗状況（フィリピンとベトナムを除く）

31.	2023年には49行が分析対象となったが、2023年に追加された3行は前年との比較では除外された。
32.	WWFによるパーム油バイヤーのスコアカード

33.	wwf_-concept-note-for-regenerative-palm-oil-framework.pdf (panda.org)
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　　エネルギー
2023 年 12 月に閉幕した COP28 では、2030 年までに気候変動対策を強化
するための世界初の「グローバル・ストックテイク」の一環として約 200
の締約国が合意に達した 35。ストックテイクでは、地球温暖化を 1.5℃に
抑えるため、2030 年までに世界の温室効果ガス排出量を 2019 年比で 43%
削減する必要があることを示す科学的証拠が認識された。また、締約国が
パリ協定の目標達成の軌道から外れていることも認められた。ストックテ
イクでは、締約国に対し、2030 年までに再生可能エネルギー発電容量を 3
倍にし、エネルギー効率を 2 倍に改善するための行動を取るよう求めてい
る。また、依然として減っていない石炭火力発電の段階的停止に向けた努
力の加速、化石燃料への非効率な補助金の段階的廃止、その他、エネルギー
システムにおける化石燃料からの脱却を公正かつ秩序ある公平な方法で推
進するための措置も含まれている。

化石燃料向け融資の段階的廃止
アジアでは、金融機関はポートフォリオにおける化石燃料の排出削減に向
けて前進しているが、2023 年のエネルギー部門の評価（図 G）のスコア
が低いことが示すように、まだ課題は多い。アジアのいくつかの銀行が
TCFD を採用したことで情報開示が進み、2023 年の排出削減目標の設定
に つ な が っ た。2022 年 の 調 査 対 象 46 行 の う ち 36、62 ％ が 2023 年 に
TCFD 提言に基づく開示を導入することを確約しており、これは前年比
11 ポイント増となった。このコミットメントには現在、シンガポール、日
本、韓国の全銀行が含まれている。その結果、温室効果ガス（GHG）に
関する情報開示が進み、高排出セクターのポートフォリオからの排出量を
開示している銀行は昨年の 23％から 35％に増加した。さらに、33％の銀
行が化石燃料エクスポージャーの削減の具体的目標を明示しており、前年
の 21％から増加している。

100%
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パーム油の生産者、
加工業者、貿易業者
に対し、NDPE にコ
ミットし、RSPO 認
証に向けた期限付き
の計画を策定するこ
とを求める。

1
パーム油ポートフォ
リオの脱炭素化目標
を策定し、顧客がサ
プライチェーン全体
でパーム油に関連し
た環境・社会的影響
を改善することを奨
励するグリーン金融
商品を提供する。

2
脱炭素化フットプリ
ント、顧客の認証コ
ミットメント、サプ
ライチェーンのト
レーサビリティを含
むパーム油ポート
フォリオの進捗状況
を開示する。
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マレーシアの CIMB のように、2023 年に初めてパーム油ポートフォリオの目標を公表した銀
行など 34、好ましい例もある。CIMB は、パーム油ポートフォリオの脱炭素化に向けたロード
マップを公表しているほか、顧客の持続可能性向上を支援するため、パーム油セクターに合わ
せたグリーン商品も提供している。融資支援の例としては、パーム油廃液（POME）に伴う
メタン排出を削減するためのバイオガス回収プラントを含む循環型経済への適用、排出量を削
減する収量改善イニシアチブへの融資、持続可能なパーム油認証への融資などが挙げられる。
また、上流の小規模農家のスキルアップや持続可能な慣行への取り組みに対する支援も行って
いる。最後に、パーム油の GHG 排出範囲には、最終的には総合的な取引先、つまり外部調達
されたアブラヤシ果房の取引先などによる排出量も含まれ、これによりサプライチェーンのト
レーサビリティが促進される。パーム油のポートフォリオが大きい銀行に対し、以下のような
ポートフォリオの脱炭素化目標を明示することを推奨する。

2022年の調査対象46行のうち、
62％が2023年にTCFD提言に基づく開示を
導入することを確約しており、
これは前年比11ポイント増となった。

34.	cimb-net-zero-whitepaper-20231123.pdf
35.	COP28 Agreement Signals “Beginning of the End” of the Fossil Fuel Era | UNFCCC
36.	2023年にはさらに3行が分析されたが、前年との比較では除外されている。



指標 シンガポール 韓国 日本 タイ マレーシア フィリピン インドネシア ベトナム 平均

1 セクターへの取り組み
（9のサブ指標）

2 開示
（6のサブ指標）

3 モニタリング
（2のサブ指標）

4 石炭採掘および精製
（4のサブ指標）

5 石炭火力発電
（3のサブ指標）

6 オイルとガス
（2ののサブ指標）

7 再生可能エネルギー
（3のサブ指標）

8 非在来型化石燃料
（3のサブ指標）

9 分野横断
（8のサブ指標）

合計（40のサブ指標）
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70% 61% 53% 50% 52% 27% 19% 22% 40%

50% 50% 60% 26% 33% 23% 8% 7% 28%

100% 40% 20% 29% 75% 36% 64% 0% 46%

54% 33% 25% 35% 20% 0% 5% 10% 18%

56% 50% 47% 42% 36% 36% 9% 20% 33%

8% 15% 10% 29% 4% 4% 0% 0% 8%

33% 33% 20% 11% 12% 0% 3% 0% 11%

17% 10% 10% 36% 7% 0% 0% 0% 9%

21% 9% 19% 9% 9% 2% 5% 11% 9%

46% 36% 35% 30% 29% 14% 11% 11% 23%

図 G：8 の指標と40 のサブ指標における国別の銀行スコア 

化石燃料拡大に対する除外措置の実施の進展結果はさ
まざまである。大半の銀行が石炭火力発電所への新規
融資に制限を設けている（2022 年の 50％に対して
2023 年は 57％）。一方、石炭採掘プロジェクトに制限
をかける銀行の数は比較的横ばいで、新規の石炭採掘
プロジェクトに制限をかけている銀行は 3 分の 1 に過
ぎない。銀行は、特に既存の送電インフラへのアクセ
スが可能な、あるいは確保されている地域において、
太陽光、風力、グリーン水素などのクリーンエネルギー
事業のために、閉鎖された鉱山を再利用する上で重要

な役割を果たすことができる 37。サプライチェーン上
流の石油・ガス探査に関しては、グリーンフィールド
の石油・ガス探査・開発への融資制限を実施している
銀行は、調査対象の 10％未満であった。最後に、ポー
トフォリオの排出量削減にコミットする銀行は増えて
いるものの、顧客に排出量の開示や削減目標の設定を
求めている銀行はわずかである。脱炭素化目標を効果
的に達成するためには、銀行の顧客、特に炭素集約型
セクターの顧客が、科学的根拠に基づく排出削減目標
を設定することが極めて重要である。

調査対象の銀行のほとんどが、エネルギー部門の持続
可能性向上を支援する商品を提供している（2022 年の
70％に対して 2023 年は 76％）。パリ協定の目標を達
成するために再生可能エネルギーを拡大させることが
重要であることから、WWF シンガポールは 2023 年に、
銀行が再生可能エネルギー拡大に伴う環境・社会リス
クに適切に対処しているかどうかを評価するための 4
つの指標を新たに追加した。調査対象の大半の銀行が、
太陽光や風力エネルギー導入のためのグリーン商品を
用意している一方で、必要な環境および社会的セーフ
ガードとともに、どのような技術を支援するのかを示
した包括的な再生可能エネルギー方針を持つ銀行は、
わずか 20％に過ぎなかった。さらに、76％の銀行がエ

ネルギー部門の持続可能性向上のための支援を行って
いる一方で、中小企業（SMEs）向けの融資プログラム
を通じてエネルギー効率化および／またはエネルギー
アクセス・ソリューションを提供しているのは 28％に
過ぎない。途上国における中小企業の重要性と、エネ
ルギー効率や屋上太陽光発電のような脱炭素化のため
の小口融資の必要性を考えると、銀行が革新的で低リ
スクの金融商品を設計し、小規模な顧客が排出量削減
できるよう支援することは不可欠である。銀行が全て
の顧客セグメントにおいてエネルギー転換を支援し、
自然関連リスクの低減、公正な転換のための規定、ま
た持続可能な原材料調達を含む再生可能エネルギー方
針を策定することが推奨される。

アジアで石炭火力発電所が排出量の半分を占めている
こと、また、これらの発電所の設備がまだ比較的若い
ことを考えると、石炭資産を早期に廃止させることは、
アジア地域 38 の脱炭素化目標を達成するための重要な
手段である。2023 年には、アジア開発銀行のエネルギー
移行メカニズムや、インドネシアおよびベトナムにお
ける公正なエネルギー移行パートナーシップ（JETPs）
を通じた、アジアにおける石炭資産の早期償却に注目
が集まったが、譲許的資金を組み入れる必要があった
こともあり、現場での進捗は比較的遅かった。これら
のイニシアチブを支持することを確約している調査対
象銀行は 4 行のみであった。ポジティブな点としては、
昨年、石炭からの移行に関わる規制の重点が高まった
ことが挙げられる。2023 年 3 月、ASEAN タクソノミー
委員会（ATB）は、各国のタクソノミーと相互運用可

能な持続可能なタクソノミーの第 2 版を発表した 39。
このタクソノミーには、技術的なスクリーニング基準
や、石炭火力発電所の廃止計画の早さに基づく、活動
の 3 つの段階への分類など、石炭を段階的に廃止する
ための枠組みが含まれている。最近、シンガポール金
融管理局とマッキンゼー・アンド・カンパニーは、石
炭火力発電所の早期廃止のための「移行クレジット」
を提案する報告書を発表した 。DBS、OCBC、みずほ、
MUFG、三井住友銀行など、アジア地域の複数の銀行
は、新たな炭素クレジット基準を策定するための国際
連合（Transition Credits Coalition、通称 TRACTION）
に参加し、「移行クレジット」が信頼できる資金調達手
段として活用されるためのソリューションを検討して
いる 41。

再生可能エネルギーへの融資拡大

アジアにおける石炭移行計画の支援

37.	https://www.indiawaterportal.org/articles/empowering-msmes-india-navigating-mine-repurposing-climate-resilience?language_content_entity=en

38.	Transition credits (mas.gov.sg)
39.	AT V2 Main Rpt Draft_08Jun23_1700BKK (asean.org)
40.	accelerating-the-early-retirement-of-coalfired-power-plants-through-carbon-credits--sep-2023.pdf (mas.gov.sg)
41.	Transition credits (mas.gov.sg)
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　　水産物
2023 年の夏、海洋は記録的な高温に見舞われ、多くの
海域で例年より 3℃以上水温が上昇した 42。このよう
な海洋熱波 43 によって自然は極限状態となっており、
海洋野生生物、漁業の生産性、そして何百万もの人々
の生活が脅かされている 44。このような物理的なリス
クの増大と同時に、生物多様性の損失に関わる法的リ
スク 45 や、違法・無規制・無報告（IUU）の漁獲 46 が
ブランドや消費者に与える風評リスクが増加している
ことが明らかになっており、水産会社が今日、特に厳
しい事業環境の中で活動していることを示している。

2022 年、水産物は初めて SUSBA セクター分析に含ま
れた。水産セクターは、大切なタンパク源としての重
要性の高まりと、深刻化する ESG の課題とによって、

潜在的な財務上のリスクと機会の両面で注目されるよ
うになった。これは、水産物の生産と消費の世界的な
ハブであるアジアの企業や金融機関にとって特に重要
である。

2023 年の調査結果は、水産セクターにおける自然と生
物多様性の損失に関連した環境・社会リスクを管理す
るために行動を起こしている銀行が増えていることを
示している。本年度の調査対象の 40 行のうち 47、9 行

（23％）が昨年のベースラインに対して改善を見せた。
しかし、銀行の方針が、特に水産セクターに関連する
これらのリスクへのエクスポージャーを十分に防止お
よび／または管理するためには、さらなる進展が必要
である。

昨年の基準に対して改善を見せた 9 行のうち、4 行は
スコアを 5％未満改善し、その大半は「銀行のコミッ
トメント」指標の範囲内であったが、残りの 5 行は、
顧客の期待に関するより高度な指標でより大きな進展

（5 〜 10％）を見せた。

ブルー商品に対する機運は高まっているようだ。調査し
た銀行のうち 11 行（28％）が、海洋保全と持続可能な
ブルーエコノミー（持続可能な水産物の生産を含む）を
持続可能なファイナンスの適格性枠組みに明確に含めて
いるか、2023 年に、特に水産セクター向けにそのよう
な商品を開発したか、あるいは両方を行っていることを

明らかにしている。 これは、ブルー商品を発行する銀
行が 7 行（17%）だった 2022 年からの増加を示している。

注目すべき傾向は、前年比で改善した調査対象銀行の
ほとんどすべて（9 行中 8 行）と、2023 年にブルーな
金融商品の発行を明らかにした銀行の大半がアジアの
銀行であったことである。 

評価の枠組みの各項目における銀行のパフォーマンス
を詳しく見てみると、銀行にとって最も差し迫った問
題は引き続き以下の点に集中していることが浮き彫り
になった。

持続可能な開発目標（SDGs）の中の目標 14（海の豊かさを守ろう）を
2030 年までに達成することを目指すのであれば、持続可能な海洋経済への
移行を加速させるために、今後数年が極めて重要になる。気候や自然関連
のリスクに対処しようという世界的な機運が高まり、海洋資源の保護に取り
組む国が増える中、銀行は水産関連の環境・社会リスクへのエクスポー
ジャーを効果的に管理していく必要がある。また同時に、ネイチャー・ポジ
ティブなソリューションに投資する機会も積極的に模索していくべきであろ
う。

このセクターのリスクを低減し、ネイチャー・ポジティブな機会を促してい
くために銀行がとれる行動はいくつかある。まずは、UNEP FI の「持続可
能なブルーエコノミー・ファイナンスの原則」（英語）のベストプラクティ
スと一致させるセクター方針を策定することである。今年の水産セクター単
体 の レ ポ ー ト ―Above Board: 2023 Assessment of Banks’ Seafood Sector 
Policies（英語）―では、現時点で最も優れている銀行の方針から、様々な
具体例を取り上げている。顧客であるの水産会社のポートフォリオを定期的
に評価し、環境および社会的リスクへの潜在的なエクスポージャーを調べる
ことは極めて重要であり、取引顧客への積極的な関与がこのセクターの改善
を支える鍵となる。銀行は、LEAP アプローチに基づいた評価や養殖・漁業
のセクター別測定指標の利用を含め、2024 年に TNFD のガイダンスと提言
が最終決定された際には、それらを採用するよう顧客に働きかけるべきであ
る。

同時に、銀行はネイチャー・ポジティブなソリューションに投資する機会を
積極的に模索すべきである。「持続可能なブルーエコノミーの資金調達のた
めの債券に関する実務者ガイド（英語）」のような、既存のグリーンファイ
ナンスの枠組みを活用することは、より持続可能な水産物への移行をサポー
トする、的を絞った「ブルー」な金融商品の開発を助けることにつながる。

水産セクターに関する方針改善と「ブルー」な
金融商品の発行は主にアジアの銀行が牽引

水産セクターに
おける、気候・
自然関連リスク
に関する方針と
コミットメント
の策定。

川下の顧客に
とっての持続可
能性のベストプ
ラクティスと一
致させること。

1
セクター固有の
方針と環境影響
評価指標を開示
することによる
透明性の提供。

2 3

42.	Scientists at NASA attributed this to the joint impacts of long-term global warming, and the seasonal El Nino effect. 
https://earthobservatory.nasa.gov/images/151743/the-ocean-has-a-fever

43.	Marine heatwaves are periods of persistent anomalously warm ocean temperatures, which can have significant impacts on marine life as well as coastal 
communities and economies. https://psl.noaa.gov/marine-heatwaves/

44.	https://wwf.panda.org/wwf_news/?9433966/Ocean-heat-waves-threaten-marine-wildlife-fisheries-and-livelihoods-of-millions-of-people
45.	https://www.clientearth.org/latest/documents/legal-risks-related-to-biodiversity-loss-in-the-seafood-and-agriculture-sectors/
46.	https://news.sky.com/story/seafood-produced-using-forced-uyghur-labour-in-china-could-be-on-sale-in-british-supermarkets-12998656
47.	2023年の水産物に関する調査には、生産や、サプライチェーンの川中、川下の主な水産会社を融資先とする主要な銀行として確認された40行が含まれた。

2023年の包括的なSUSBAアセスメントに含まれた49行と重複する部分もあったが、水産物に関する調査対象の約半数は非SUSBA銀行であった。詳細について
は、WWFシンガポールによる単体のレポートを参照されたい。https://www.wwf.sg/susba/reports/
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日本 韓国 インドネシア マレーシア フィリピン シンガポール タイ ベトナム

Mizuho Bank (Mizuho)

Mitsubishi UFJ 
Financial Group Bank 
(MUFG)

Resona Bank (Resona)

Sumitomo Mitsui 
Banking Corporation 
(SMBC)

Sumitomo Mitsui Trust 
Bank (SMTB)

Hana Bank (Hana)

KB Kookmin Bank (KB)

Industrial Bank of 
Korea (IBK)

Shinhan Bank 
(Shinhan)

Woori Bank (Woori)

Bank Central Asia Tbk 
(BCA)

Bank Mandiri (Persero) 
Tbk (Mandiri)

Bank Muamalat 
Indonesia Tbk 
(Muamalat)

Bank Negara Indonesia 
Tbk (BNI)

Bank Panin Tbk (Panin)

Bank Pembangunan 
Daerah Jawa Banten 
Tbk  
(Bank BJB)

Bank Permata Tbk 
(Permata)

Bank Rakyat Indonesia 
Tbk (BRI)

Bank Syariah Indonesia 
(BSI)

Bank Danamon 
Indonesia (BDI)

Bank BTPN Tbk (BTPN)

AMMB Holdings 
Berhad (Ambank)

Bank Islam Malaysia 
Berhad (BI)

RHB Bank Berhad 
(RHB)

CIMB Group Holdings 
Berhad (CIMB)

Hong Leong Bank 
Berhad (Hong Leong)

Malayan Banking 
Berhad (Maybank)

Public Bank Berhad 
(Public Bank)

BDO Unibank, Inc 
(BDO)

Bank of the Philippine 
Islands (BPI)

China Banking 
Corporation (CBC)

Metropolitan Bank 
& Trust Company 
(Metrobank)

Philippine National 
Bank (PNB)

Rizal Commercial 
Banking Corporation 
(RCBC)

Security Bank 
Corporation (SBC)

DBS Group Holdings 
Limited (DBS)

Oversea-Chinese 
Banking Corporation 
Limited (OCBC)

United Overseas Bank 
Limited (UOB)

Bangkok Bank (BBL)

Bank of Ayudhya 
(Krungsri)

Kasikom Bank (KBank)

Krung Thai Bank (KTB)

Siam Commercial Bank 
(SCB)

TMBThanachart Bank 
(TTB)

Bank for Investment 
and Development of 
Viet Nam (BIDV)

Joint Stock Commercial 
Bank for Foreign Trade 
of Viet Nam (VCB)

Viet Nam Joint Stock 
Commercial Bank for 
Industry and Trade 
(VietinBank)

Viet Nam Export-Import 
Commercial Joint Stock 
Bank (Eximbank)

Viet Nam Prosperity 
Bank 
(VPBank)

調査対象
の銀行
第 7 次となるサステナブル・バンキ
ング・アセスメント（SUSBA）では、
ASEAN 地域の 39 の銀行と日本と
韓国から合わせて 10 行の環境・社
会インテグレーションのパフォーマ
ンスを調査している。
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シンガポール Indicator average in 2023 and change vs. 2022

目的

方針

人

ポート
フォリオ

商品

プロセス

1

3

5

7

10

9

2

4

6

8

11

持続可能性戦略

特定の環境・社会課題に関する
公開された方針

顧客の環境・社会リスク評価と、
具体的取引の承認

環境・社会に対する責任

環境・社会リスク管理とポート
フォリオレベルでのリスク低減

商品とサービスにおける環境・
社会インテグレーション

持続可能な金融に対する
利害関係者の関与と参加

特定のセクターに関する
公開された方針

顧客のモニタリングとエンゲージ
メント

スタッフの環境・社会に関する
訓練とパフォーマンス評価

環境・社会リスク案件へのエク
スポージャーと目標の開示

＊ �2023 年における新たな
指標の追加によって後退
が生じた可能性もある。向上 変化なし 後退＊ 未完達成

DBS OCBC UOB

 © Adobe Firefly
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インドネシア Indicator average in 2023 and change vs. 2022

目的

方針

人

ポート
フォリオ

商品

プロセス

1

3

5

7

10

9

2

4

6

8

11

持続可能性戦略

特定の環境・社会課題に関する
公開された方針

顧客の環境・社会リスク評価と、
具体的取引の承認

環境・社会に対する責任

環境・社会リスク管理とポート
フォリオレベルでのリスク低減

商品とサービスにおける環境・
社会インテグレーション

持続可能な金融に対する
利害関係者の関与と参加

特定のセクターに関する
公開された方針

顧客のモニタリングとエンゲージ
メント

スタッフの環境・社会に関する
訓練とパフォーマンス評価

環境・社会リスク案件へのエク
スポージャーと目標の開示

＊ �2023 年における新たな
指標の追加によって後退
が生じた可能性もある。向上 変化なし 後退＊ 未完達成

BCA MAN BNI MUA PANIN BJB PERM BRI BSI BDI BTPN

 © Adobe Firefly
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マレーシア Indicator average in 2023 and change vs. 2022

目的

方針

人

ポート
フォリオ

商品

プロセス

1

3

5

7

10

9

2

4

6

8

11

持続可能性戦略

特定の環境・社会課題に関する
公開された方針

顧客の環境・社会リスク評価と、
具体的取引の承認

環境・社会に対する責任

環境・社会リスク管理とポート
フォリオレベルでのリスク低減

商品とサービスにおける環境・
社会インテグレーション

持続可能な金融に対する
利害関係者の関与と参加

特定のセクターに関する
公開された方針

顧客のモニタリングとエンゲージ
メント

スタッフの環境・社会に関する
訓練とパフォーマンス評価

環境・社会リスク案件へのエク
スポージャーと目標の開示

＊ �2023 年における新たな
指標の追加によって後退
が生じた可能性もある。向上 変化なし 後退＊ 未完達成

AB BI CIMB HL MAYBANK PUBLIC RHB

 © Adobe Firefly
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フィリピン Indicator average in 2023 and change vs. 2022

目的

方針

人

ポート
フォリオ

商品

プロセス

1

3

5

7

10

9

2

4

6

8

11

持続可能性戦略

特定の環境・社会課題に関する
公開された方針

顧客の環境・社会リスク評価と、
具体的取引の承認

環境・社会に対する責任

環境・社会リスク管理とポート
フォリオレベルでのリスク低減

商品とサービスにおける環境・
社会インテグレーション

持続可能な金融に対する
利害関係者の関与と参加

特定のセクターに関する
公開された方針

顧客のモニタリングとエンゲージ
メント

スタッフの環境・社会に関する
訓練とパフォーマンス評価

環境・社会リスク案件へのエク
スポージャーと目標の開示

＊ �2023 年における新たな
指標の追加によって後退
が生じた可能性もある。向上 変化なし 後退＊ 未完達成

BDO BPI CBC METRO PNB RCBC SECURITY

 © Adobe Firefly



4746  |  サステナブル・バンキング・アセスメント 2023

タイ Indicator average in 2023 and change vs. 2022

目的

方針

人

ポート
フォリオ

商品

プロセス

1

3

5

7

10

9

2

4

6

8

11

持続可能性戦略

特定の環境・社会課題に関する
公開された方針

顧客の環境・社会リスク評価と、
具体的取引の承認

環境・社会に対する責任

環境・社会リスク管理とポート
フォリオレベルでのリスク低減

商品とサービスにおける環境・
社会インテグレーション

持続可能な金融に対する
利害関係者の関与と参加

特定のセクターに関する
公開された方針

顧客のモニタリングとエンゲージ
メント

スタッフの環境・社会に関する
訓練とパフォーマンス評価

環境・社会リスク案件へのエク
スポージャーと目標の開示

 © Adobe Firefly

＊ �2023 年における新たな
指標の追加によって後退
が生じた可能性もある。向上 変化なし 後退＊ 未完達成

BBL KRUNGSRI KBANK KTB SCB TTB
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ベトナム Indicator average in 2023 and change vs. 2022

目的

方針

人

ポート
フォリオ

商品

プロセス

1

3

5

7

10

9

2

4

6

8

11

持続可能性戦略

特定の環境・社会課題に関する
公開された方針

顧客の環境・社会リスク評価と、
具体的取引の承認

環境・社会に対する責任

環境・社会リスク管理とポート
フォリオレベルでのリスク低減

商品とサービスにおける環境・
社会インテグレーション

持続可能な金融に対する
利害関係者の関与と参加

特定のセクターに関する
公開された方針

顧客のモニタリングとエンゲージ
メント

スタッフの環境・社会に関する
訓練とパフォーマンス評価

環境・社会リスク案件へのエク
スポージャーと目標の開示

 © Adobe Firefly

＊ �2023 年における新たな
指標の追加によって後退
が生じた可能性もある。向上 変化なし 後退＊ 未完達成

BIDV VCB VIETIN EXIM VP
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韓国 Indicator average in 2023 and change vs. 2022

目的

方針

人

ポート
フォリオ

商品

プロセス

1

3

5

7

10

9

2

4

6

8

11

持続可能性戦略

特定の環境・社会課題に関する
公開された方針

顧客の環境・社会リスク評価と、
具体的取引の承認

環境・社会に対する責任

環境・社会リスク管理とポート
フォリオレベルでのリスク低減

商品とサービスにおける環境・
社会インテグレーション

持続可能な金融に対する
利害関係者の関与と参加

特定のセクターに関する
公開された方針

顧客のモニタリングとエンゲージ
メント

スタッフの環境・社会に関する
訓練とパフォーマンス評価

環境・社会リスク案件へのエク
スポージャーと目標の開示

 © Adobe Firefly

＊ �2023 年における新たな
指標の追加によって後退
が生じた可能性もある。向上 変化なし 後退＊ 未完達成

SHINAN WOORI KB HANA IBK
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日本 Indicator average in 2023 and change vs. 2022

目的

方針

人

ポート
フォリオ

商品

プロセス

1

3

5

7

10

9

2

4

6

8

11

持続可能性戦略

特定の環境・社会課題に関する
公開された方針

顧客の環境・社会リスク評価と、
具体的取引の承認

環境・社会に対する責任

環境・社会リスク管理とポート
フォリオレベルでのリスク低減

商品とサービスにおける環境・
社会インテグレーション

持続可能な金融に対する
利害関係者の関与と参加

特定のセクターに関する
公開された方針

顧客のモニタリングとエンゲージ
メント

スタッフの環境・社会に関する
訓練とパフォーマンス評価

環境・社会リスク案件へのエク
スポージャーと目標の開示

＊ �2023 年における新たな
指標の追加によって後退
が生じた可能性もある。向上 変化なし 後退＊ 未完達成

 © Adobe Firefly

MUFG MIZUHO RESONA SMBC SMTB
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方針

特定の環境・社会課題に関する公開された方針
1.2.1.1 銀行は、環境・社会を考慮し、銀行が支援しない活動をカバーするエクスクルージョンの

原則を持っているか。

1.2.1.2 銀行は、気候関連リスクに大きくさらされる顧客に対し、緩和計画を策定し、最終的にパリ協定
の目的に沿った活動を行うことを求めているか。

1.2.1.3 銀行は、新規の石炭火力発電所プロジェクトへの融資を禁止しているか。

1.2.1.4 銀行は、顧客の活動における生物多様性の損失および／または森林破壊のリスクなど、自然関連
の財務リスクを確認しているか。

1.2.1.5
銀行は、森林破壊の影響を強く受けるセクター（例：ソフトコモディティ、インフラ、採掘）の
顧客に対し、HCV または HCS アプローチに従って、自らの事業とサプライチェーンの両方で「森
林破壊ゼロ」のコミットメントを採用するよう求めているか。

1.2.1.6
銀行は、自然生態系の転換に大きく影響されるセクター（例：ソフトコモディティ、インフラ、
採掘）の顧客に対し、アカウンタビリティ・フレームワーク・イニシアチブ（AFI）の原則に則り、
自らの事業とサプライチェーンの両方で「土地転換ゼロ」のコミットメントを採用す
るよう求めているか。

1.2.1.7 銀行は、顧客の事業における海洋環境への悪影響をリスクとして認識しているか。

1.2.1.8
銀行は、海洋関連産業の顧客に対し、海と海洋資源の持続可能な利用を確保するために、関連す
るマルチステークホルダーによる持続可能性基準（ASC、MSC、SuRe など）の認証取得、あるい
はその支援を求めているか。

1.2.1.9
銀行は、ユネスコ世界遺産、IUCN カテゴリー I 〜 IV の保護地域、ラムサール条約で指定された
国際的に重要な湿地など、主要な生物多様性と保護地域に位置する、またはそれに悪影響を与え
るプロジェクトや企業に金融商品やサービスを提供しないコミットをしているか。

1.2.1.10 銀行は、顧客の事業における水リスク（洪水、不足、汚染）をリスクとして認識しているか。

1.2.1.11 銀行は、リスクの高いセクターや地理的条件の顧客に対し、水リスク評価を実施し、ウォーター・
スチュワードシップにコミットするよう求めているか。

1.2.1.12 銀行は、顧客の事業における、地域コミュニティに関連するものを含む人権リス
クを認識しているか。

1.2.1.13 銀行は、国連の「ビジネスと人権に関する指導原則」に沿って、人権を尊重することを約束する
よう顧客に求めているか。

1.2.1.14 銀行は、労働者の権利侵害をあらゆるセクターにおけるリスクとして認識しているか。

1.2.1.15 銀行は、ILO 基本条約と同等の国際労働基準を遵守するよう顧客に求めているか。

1.2.1.16 銀行は、野生生物及び環境犯罪に関わる違法行為へのエクスポージャーの特定を求めるための方
針及び手順を備えているか。

1.2.1.17 銀行の環境・社会要求事項は、融資以外の金融商品・サービス（資本市場、アドバイザリーな
ど）にも適用されるか。

1.2.1.18 銀行は顧客に対し、プロジェクトの影響を受けるコミュニティから FPIC を取得するよう要求して
いるか。また、あらゆる懸念に対処するための苦情処理メカニズムを設けているか。

目的

持続可能性戦略
1.1.1.1 銀行の戦略や長期ビジョンにおいて、持続可能性について明確に言及されているか。

1.1.1.2 銀行は、その環境・社会フットプリントが、事業（融資、アンダーライティング、助言など）やポー
トフォリオから生じる間接的な影響も含むことを明確に認識しているか。

1.1.1.3 組織トップのステートメントは、銀行の事業戦略における環境・社会要因のインテグレーショ
ンに言及しているか。

1.1.1.4 銀行の戦略やビジョンに、持続可能な開発目標（SDGs）に対する明確な言及があるか。

1.1.1.5 銀行は、気候変動に伴う社会的・経済的リスクを明示的に認めているか。

1.1.1.6 銀行は、環境劣化に伴う社会的・経済的リスクを明示的に認めているか。

1.1.1.7 銀行は、責任ある融資や、その他の主要な環境・社会課題を重要なものとして認識しているか。

持続可能な金融に対する利害関係者の関与と参加
1.1.2.1 銀行は、環境・社会問題に関してエンゲージしているステークホルダーの種類を開示しているか。

1.1.2.2 銀行は、事業活動の環境・社会への影響を理解するために、市民社会および／または NGO とエ
ンゲージしているか。

1.1.2.3 銀行は、環境・社会問題に関わるステークホルダーとのコミュニケーションの頻度や方
法を開示しているか。

1.1.2.4 銀行は、環境・社会インテグレーションや持続可能な金融のテーマについて、規制当局や政策立案
者と関わっているか。

1.1.2.5 銀行は、RSPO、PRB、EP、SBTi、SBEFP など、関連するコミットメントベースの持続可能な金融イニ
シアチブに参加しているか。 

SUSBAアセスメントの
サブ指標
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人

環境・社会に対する責任
1.4.1.1 上級管理職は、銀行の ESG 戦略の実施に責任を有しているか。

1.4.1.2 上級管理職の責任には、銀行の事業に関連する気候変動リスクや機会の管理が含まれているか。

1.4.1.3 銀行は、環境・社会方針の策定と実施に関わる様々な部署、委員会、チームの役割と責任につ
いて説明しているか。

1.4.1.4 銀行は、環境・社会問題を管理するために、3 つのディフェンスラインを持つ内部統制システ
ムを導入しているか。

1.4.1.5 指名委員会の職務権限には、新任の取締役を任命する際の持続可能性関連の基
準が含まれているか。

1.4.1.6 報酬委員会の職務権限には、上級管理職の業績と報酬レベルの評価の際に持続可能性に関連する
基準が含まれているか。

1.4.1.7 監査委員会の職務権限では、内部統制及び監査プロセスに持続可能性に関連する事項を含めるこ
とを要求しているか。

1.4.1.8 銀行は、環境・社会方針と手続きの実施を評価するために、定期的な監査を実施しているか。

スタッフの環境・社会に関する訓練とパフォーマンス評価
1.4.2.1 銀行は、環境・社会方針や手続きを実施するための ESG 専門チームを置いているか。

1.4.2.2 銀行は、環境・社会方針とその実施プロセスについて行員を訓練しているか。

1.4.2.3 銀行は上級管理職に対して、持続可能性の問題を扱う特別な研修を提供しているか。

1.4.2.4 持続可能性に関連する基準は、行員の評価プロセスの一部であるか、および／または KPI に
組み込まれているか。

1.4.2.5 サステナビリティ関連の基準は、上級管理職の評価プロセスの一部であるか、および／または
KPI に組み込まれているか。

特定のセクターに関する公開された方針
1.2.2.1 銀行は、環境または社会的にセンシティブな産業（例：農産物、エネルギー、石油・ガス、鉱業、

水産、インフラ）に対するセクターポリシーを持っているか。

1.2.2.2 銀行は、環境的または社会的にセンシティブなセクターに対する方針を開示しているか。

1.2.2.3
銀行のセクター別の環境・社会方針は、環境・社会面でのベストプラクティス最善の慣行のため
に国際的に認められた基準（IFC パフォーマンススタンダード、RSPO、FSC など）に基づく最低
要件または推奨事項を含んでいるか。

1.2.2.4 銀行は環境・社会方針を定期的に見直しているか、または最後の見直し日が過去 2 年以内である
ことを表明しているか。

プロセス

顧客の環境・社会リスク評価と、具体的取引の承認
1.3.1.1

銀行は、方針の対象となる顧客や取引を審査する際、環境・社会デューデリジェンスのための標
準化された枠組み（ツール、チェックリスト、アンケート、外部データプロバイダーな
ど）を使用しているか。

1.3.1.2 銀行は、環境・社会デューデリジェンスの一環として、顧客の能力、コミットメント、実績な
どを評価しているか。

1.3.1.3 銀行は、承認プロセスの一環として、顧客や取引を環境・社会リスク評価に基づ
いて分類しているか。

1.3.1.4 より複雑な、あるいは議論を呼ぶようなケースのためのエスカレーションメカニズムがあるか。

1.3.1.5 環境・社会リスクアセスメントの結果は、取引や顧客の受け入れ決定に影響を与えるか。

顧客のモニタリングとエンゲージメント
1.3.2.1 銀行は、バイラテラル及びシンジケートでのクレジットの融資文書に、環境・社会問題に関連す

る条項（例：コベナンツ、表明保証）を含めるよう求めているか。

1.3.2.2 銀行は、環境・社会方針に完全に準拠していない顧客に対し、期限付きの行動計画の策定と
実施を求めているか。

1.3.2.3 銀行は、合意された環境・社会行動計画に対する顧客のコンプライアンスをモニターしているか。

1.3.2.4 銀行は、環境・社会に関する顧客のプロファイルを定期的にレビューしているか、またはどのく
らいの頻度でレビューしているか表明しているか。

1.3.2.5 銀行は、既存の顧客が銀行の方針または事前に合意された環境・社会行動計画に準拠していない
場合に対処するプロセスを開示しているか。

1.3.2.6 銀行は、内部の環境・社会関連手続きを定期的に見直しているか、または最後の見直しの日付が
過去 2 年以内であることを表明しているか。
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環境・社会リスク案件へのエクスポージャーと
目標の開示
1.6.2.1 銀行は、産業部門別の信用リスク（credit exposure）を開示しているか。

1.6.2.2
銀行は、ポートフォリオの温室効果ガスへの影響と排出量削減のために講じている措置について、
ステークホルダーの理解を助ける透明性のあるレベルでその化石燃料ポートフォリオを開示して
いるか（例：技術タイプ別に保有する化石燃料資産の詳細、現在の年間設備投資融資／資金調達
レベル、保有する化石燃料資産の範囲など）。

1.6.2.3 銀行は、ポートフォリオに含まれる主要な炭素集約型セクター（例：農業、鉱業・金属、エネルギー
など）の GHG 排出量または炭素強度を開示しているか。

1.6.2.4 銀行は、環境・社会方針の実施に関する統計（例：取引のうち、評価した、エスカレーションした、
承認した、辞退した、条件をつけて承認した数）を開示しているか。

1.6.2.5
銀行は、ソフトコモディティを扱う顧客のうち、信頼できるマルチステークホルダーの持続可能
性基準による認証取得を完全に達成するための、期限付き計画を持つ顧客の割
合を開示しているか。

1.6.2.6 銀行は、センシティブなセクターに関する環境・社会方針が適用される顧客または総与信（total 
credit exposure）の割合を開示しているか。

1.6.2.7
銀行は、自らの事業活動から生じる直接的な影響以上に、事業活動に伴う自然関連のネガティブ
な影響の削減またはポジティブな影響の増加のための科学に基づいた目標を定め、これらの目標
達成の進捗状況を開示しているか。

1.6.2.8 銀行は、ポートフォリオをパリ協定の目的に合わせるために、科学に基づいた目標を設定し、そ
の達成状況を開示しているか。

1.6.2.9 銀行は、2050 年までに貸出ポートフォリオにおいて温室効果ガス排出量をネットゼロにすること
を、中期目標を定めて約束し、これらの目標の達成状況を開示しているか。

1.6.2.10 銀行は、ESG 関連の開示について外部からの保証を得ているか。

1.6.2.11 銀行は、自らの事業活動から生じる直接的な影響以外に、事業活動に伴うプラスとマイナスの影
響を開示しているか。

商品

商品とサービスにおける環境・社会インテグレーション
1.5.1.1 銀行は、環境的または社会的にセンシティブなセクターの顧客を積極的に特定し、ネガティブな

影響の削減やポジティブな影響の強化を支援しているか。

1.5.1.2
銀行は、気候変動、水不足や汚染、森林破壊などの環境・社会問題の軽減を支援する特定の金融
商品やサービス（グリーンボンド、サステナビリティリンクローン、インパクトファイナンスな
ど）を提供しているか。

1.5.1.3 銀行は、特定の資本プールを割り当てたり、環境・社会にプラスの影響を与える活動を支援する
融資の割合を増やしたりしているか。

1.5.1.4 銀行は、優れた環境・社会慣行に関する認識を高め、共有するために顧客へのアウトリーチ活動
を実施しているか（ワークショップやセミナーなど）。

1.5.1.5 銀行は、持続可能な金融商品・サービスのための枠組みを公表しているか（例えば、グリーンボ
ンドの枠組みが信頼できる国際基準に沿っている）。

1.5.1.6 銀行は、より持続可能な事業慣行への移行を支援するため、リテールの顧客も含め、中小企業向
け のソリューションや能力開発プログラムを提供しているか。

ポートフォリオ

環境・社会リスク管理とポートフォリオレベルでの
リスク低減
1.6.1.1

銀行は、自然関連リスク（例：森林破壊や水不足など）に対するポートフォリオのエ

クスポージャーを定期的に見直しているか。

1.6.1.2
銀行は、気候関連の物理リスクおよび／または移行リスクに対するポートフォリオのエクスポー
ジャーを、シナリオ分析を用いて定期的にレビューし、その結果と使用した方法
論を開示しているか。

1.6.1.3 銀行は、ポートフォリオ全体の気候関連リスクを管理・軽減するための戦略を持っているか。



60  | サステナブル・バンキング・アセスメント 2023 61

 © Adobe Firefly

アジア・サステナブルファイナンス・イニシアチブ（ASFI）は、
世界の産業界、学術界、科学に基づくリソースを結集し、こ
の地域の金融機関が重要な ESG リスクと機会を理解し、財務
上の意思決定に反映させることを支援するために設立された。

ASFI は、基準、リサーチとツール、エンゲージメント、
グリーン・ファイナンシャル・ソリューション、規制
とガイドライン、能力開発など、6 つの重点分野で活
動している。ASFI の主な取り組みには、ベンチマーク
ツールである RESPOND、SUSBA、SUSREG や、地
域の能力開発に焦点を当てた ASFI アカデミーなどが
ある。 

ASFI アカデミーは、WWF シンガポールと ASFI ナレッ
ジパートナーによって開発された一連の E ラーニング
コースで、持続可能なファイナンス上の意思決定をサ

ポートするために必要な知識とスキルを持つ金融専門
家のスキルアップを目的としている。現在のカリキュ
ラムには、持続可能な銀行業務や投資に関する入門レ
ベルのコースと、農林水産業、インフラ、エネルギー
分野における持続可能な金融の重要課題を扱う、より
詳細な分野別コースが含まれている。2023 年には新た
に金融機関向けの気候関連リスクと自然関連リスクに
焦点を当てたコースが設けられた。また、同地域のター
ゲット市場への浸透を図るため、翻訳されたコースも
用意されている。詳細については、www.asfi.asia/asfi-
academy または、academy@asfi.asia まで。

アジア・サステナブル
ファイナンス・イニシアチブ
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43.	Marine heatwaves are periods of persistent anomalously warm ocean temperatures, which can have significant impacts on marine life as well 

as coastal communities and economies. https://psl.noaa.gov/marine-heatwaves/
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47.	 2023年の水産物に関する調査には、生産や、サプライチェーンの川中、川下の主な水産会社を融資先とする主要な銀行として確認された

40行が含まれた。2023年の包括的なSUSBAアセスメントに含まれた49行と重複する部分もあったが、水産物に関する調査対象の約半数は
非SUSBA銀行であった。詳細については、WWFシンガポールによる単体のレポートを参照されたい。https://www.wwf.sg/susba/reports/

ADB Asian Development Bank
ASC Aquaculture Stewardship Council
ASEAN Association of Southeast Asian Nations
CDP Carbon Disclosure Project
E&S Environmental and Social
ESG Environmental, Social and Governance
ETM Energy Transition Mechanism
FPIC Free, Prior and Informed Consent
GFANZ Glasgow Financial Alliance for Net Zero
GHG Greenhouse gas
GRI Global Reporting Initiative
IUU Illegal, Unreported, and Unregulated (Fishing)
MSC Marine Stewardship Council
NGFS Network for Greening the Financial System
NZBA Net-zero Banking Alliance
NDPE No Deforestation, No Peat, and No Exploitation
PRB Principles for Responsible Banking
RSPO Roundtable on Sustainable Palm Oil
SASB Sustainability Accounting Standards Board
SBE FI Sustainable Blue Economy Finance Initiative
SBTi Science Based Targets initiative
SDGs Sustainable Development Goals
SUSBA Sustainable Banking Assessment
SUSREG Sustainable Financial Regulation and Central Bank Activities
TCFD Task Force on Climate-related Financial Disclosures
TNFD Task Force on Nature-related Financial Disclosures
UNEP United Nations Environment Programme
UNEP FI United Nations Environment Programme Finance Initiative
VBIAF �Value-based Intermediation Financing and Investment Impact Framework

略語



OUR MISSION IS TO CONSERVE NATURE  
AND REDUCE THE MOST PRESSING THREATS  

TO THE DIVERSITY OF LIFE ON EARTH.

 © Adobe Firefly

WWF は100 カ国以上で活動している環境保全団体です。1961 年にスイスで設立され、
人と自然が調和して生きられる未来をめざし、サステナブルな社会の実現を推し進めて
います。急激に失われつつある生物多様性の豊かさの回復と、地球温暖化防止のための
脱炭素社会の実現に向けて、希少な野生生物の保全や、持続可能な生産と消費の促進に
取り組んでいます。

WWF® and ©1986 Panda Symbol are owned by WWF. All rights reserved.

© 1986 Panda symbol WWF – World Wide Fund For Nature (Formerly World Wildlife Fund)
® “WWF” is a WWF Registered Trademark. WWF, Rue Mauverney 28, 
1196 Gland, Switzerland – Tel. +41 22 364 9111; Fax. +41 22 364 0332. 

 

詳細やお問い合わせについては、WWFジャパンのウェブサイト www.wwf.or.jpをご覧ください

人と野生生物が共に自然の恵みを
受け続けられる世界を目指して、
活動しています。

wwf.or.jp


